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第 6 章 参考資料 

 

6.1 付帯施設の耐震性能照査事例 

 『農業用ダム付帯設備耐震性能照査マニュアル』で対象とする主な付帯設備及び他工

種の類似構造物について、レベル 2地震動に対する耐震照査の具体事例を示す。 

 

  6.1.1 独立塔型取水設備(取水塔)の耐震性能照査事例 

  6.1.2 洪水吐ゲートの耐震性能照査事例 

  6.1.3 他工種等の耐震性能照査事例 
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6.1.1 独立塔型取水設備(取水塔)の耐震性能照査事例 

 
 レベル 2地震動に対する独立塔型取水設備(取水塔)の耐震照査事例を示す。 
 
 
 【事例 1-1】鋼製取水塔の照査例(1) 

 【事例 1-2】鋼製取水塔の照査例(2) 

 【事例 1-3】鉄筋コンクリート製取水塔の照査例 
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【事例 1-1】鋼製取水塔の照査例(1) 

 

1.施設概要 

 対象施設の諸元を示す。 

表 6.1.1.1-1 施設諸元 

型式 鋼製六角形トラス型(X トラス)独立取水塔 

取水方式 選択取水方式 

全高 H=36.5m 

取水ゲート 鋼製 5 段式シリンダーゲート 

ゲート径 φ1,700mm～2,500mm 

最大取水量 7.934m3/s 

取水範囲 EL.302.0～267.0m 

基礎形式 直接基礎（CM～CH 級岩盤） 

 

＜構造概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜全景写真＞ 
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2.照査基準の設定 

 

 本検討においては、他地区同構造のダム取水塔の耐震性能照査事例を参考に、限界状態

を設定し、照査することとした。 

 

 ・レベル 2地震動に対しては、早期に損傷の修復が可能となるように、次表に示す「損

傷を限定的に留めるための限界状態」を設定。 

 ・鋼構造においては、主たる部材の圧縮応力度が座屈強度を超えないことを照査する。 

 ・変形については、主たる部材の引張ひずみが許容ひずみ内に収まるとともに、層間変

位角が許容される範囲に収まることを照査する。 

 ・許容される層間変形角の値は、これによりシリンダーゲートの動作に支障を来さない

状態に留める範囲内で設定するものとする。本検討では、建築基準法施行令の規定（第

82 条の 2：層間変形角）を参考とし、R=1/200と設定する（『鋼構造物計画設計技術指

針』を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.1-1 取水塔上部工（鋼構造）の層間変位角 Riの求め方  
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3.解析に用いるレベル２地震動 

 解析に用いる想定地震波は、ダム堤体の解析に用いた地震波を用いる。 

 なお、解析については、入力地震動を橋軸方向に入力するケース【Case1】及び橋軸直

交方向に入力する【Case2】について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.1-2 入力地震波の設定 

 

4.解析モデルの作成 

(1)解析モデル 

 上部工は６角形トラス型の複雑な構造であり、解析モデルは実態に即した合理的なモデ

ルとする必要がある。このため、本業務では３次元フレーム（骨組）モデルとした。 

 解析における節点条件は、現行の指針「鋼構造物計画設計技術指針（ダム取水・放流設

備）改訂版 P.153」に、「解析上の構造系は全節点剛結を基本とするが、水平材の鉛直内面

及び斜材については実態構造に合わせた節点条件とする」と記載されている。 

 比較的近年に建設された Aダム取水塔の完成図書に記載は確認できなかったが、設計年

次の古い Bダム取水塔の設計計算書には「立体ラーメン骨組構造」と記載されている。 

 従って、取水塔は共に現行の指針と同様に検討されたと想定されることから、本解析で

は下表に示す節点条件を与える方針とした。 

 
表 6.1.1.1-3 解析上の構造系設定方針 
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図 6.1.1.1-3 解析モデル図 
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(2)固有値解析 

1)概要 

 レベル 2地震動に対する耐震解析は、「静的解析」及び「動的解析」に大別され、『土

地改良事業設計指針「耐震設計」』において、動的解析の適応性について以下のように記

載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 取水塔は塔状のスレンダーな構造物であることから、地震時においてはその振動特性

が複雑となることが想定される。このため、耐震解析に先立ち固有値解析を実施し、振

動モードを分析し、解析方法の適用性を評価した。 

 固有値解析により高次モードが卓越する場合には「動的解析」を適用する。 

 固有値解析は、作成したモデルに、荷重（自重、積載物重量、付加重量）を入力した

上で実施した。 

 

2)固有値解析結果 

 固有値解析結果は以下に示すとおりであり、複数のモードが卓越する結果を示したこ

とから、動的解析を行いレベル 2地震動に対する取水塔の耐震性能照査を実施すること

とした。 

 

表 6.1.1.1-4 固有値解析結果一覧 

（Aダム取水塔） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.1-4 卓越周期と固有周期の関係 
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5.地震応答解析の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.1-5 解析フローチャート 

 

 

 

 

表 6.1.1.1-5 主要部材の材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【線形解析】

部材の
降伏応力を
超過するか

E N D【非線形解析】

E N D

Yes No
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(3)許容応力度の設定 

 各部材の限界状態は、上部工は鋼材の材料強度に継手効率を乗じた値とした。 

 Aダム取水塔においては、塔体の設計計算において溶接効率を 0.8 としている。このた

め、継手効率を 0.8とした。 

 

表 6.1.1.1-6 照査基準の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6.1.1.1-7 各部材の許容応力度 

 

 

 

 

 

 

 

基準強度 溶接 照査基準

σy 効率

(N/mm2) (-) (N/mm2)

塔柱（上部） SUS304 φ609.6×17.5 205 0.8 164

塔柱（下部） SUS304 φ609.6×9.5 205 0.8 164

水平桁 SUS304 H250×250×9/14 205 0.8 164

斜材 SUS304 D139.8×9.5 205 0.8 164

管理橋受桁 SUS304 H1000×500×36×36 205 0.8 164

名称 材質 寸法

基準強度 照査基準 許容値

σy σa 1.1σa

(N/mm2) (N/mm2) (N/mm2)

塔柱（上部） SUS304 φ609.6×17.5 205 164 180.4

塔柱（下部） SUS304 φ609.6×9.5 205 164 180.4

水平桁 SUS304 H250×250×9/14 205 164 180.4

斜材 SUS304 D139.8×9.5 205 164 180.4

管理橋受桁 SUS304 H1000×500×36×36 205 164 180.4

名称 材質 寸法
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表 6.1.1.1-8 各部材の許容ひずみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弾性係数 基準強度 降伏ひずみ 許容値

① ② ③

E σy εy 3.0εy

(N/mm2) (N/mm2) (μ) (μ)

塔柱（上部） SUS304 φ609.6×17.5 193,000 205 1062 3187

塔柱（下部） SUS304 φ609.6×9.5 193,000 205 1062 3187

水平桁 SUS304 H250×250×9/14 193,000 205 1062 3187

斜材 SUS304 D139.8×9.5 193,000 205 1062 3187

管理橋受桁 SUS304 H1000×500×36×36 193,000 205 1062 3187

名称 材質 寸法
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(5)下部工の照査 

 完成図書より、Aダム取水塔の下部工のコンクリート圧縮強度は𝑓𝑓𝑐𝑐′=21 N/mm2であるこ

とから、動的解析による各主柱の基礎反力から最大の押し込み力と水平力を抽出し、圧

縮強度を超過するかを照査する。 

 なお、Aダム取水塔の基礎形状より、基礎支点の設定は以下のとおりとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.1-6 基礎支点の設定 
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6.線形解析結果 

 橋軸方向及び橋軸直交方向おける線形解析の結果、いずれのケースにおいても部材の

塑性化が複数みられた。また、橋軸直交方向では、許容塑性率を超過する部材もみられ

た。 

 部材の降伏点超過がみられたため、塑性域を考慮した非線形解析を行うこととした。 

 以下に各ケースの解析結果（概要）を示す。 

 

【Case1 橋軸方向】 

表 6.1.1.1-9 部材の照査結果概要（橋軸方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.1-7 地震動の入力方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.1-8 塑性化の状況  
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【Case2 橋軸直交方向】 

表 6.1.1.1-10 部材の照査結果概要（橋軸直交方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 6.1.1.1-9 地震動の入力方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.1-10 塑性化の状況 
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7.非線形解析結果 

(1)解析モデル・条件 

 非線形解析にはファイバーモデルを用いる。 

 ファイバー要素は部材断面をメッシュ分割し、各セルに対して材料の応力－ひずみの

関係（バイリニアモデル）を与えるものであり、部材の非線形性を適切に評価するため

に、要素長さを断面の有効高の 0.5倍～2.0倍程度とした。 

 非線形解析の解析モデル及び条件を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.1-11 架構モデル、基部固定端（左図） 

図 6.1.1.1-12 架構モデルをソリッド表示（右図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6.1.1.1-14 部材メッシュ図  

図 6.1.1.1-13 主塔の材料の応力 

-ひずみの関係 
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(2)解析結果 

 非線形解析の結果、【Case1 橋軸方向】では、層間変形角は全層にて許容値(R=1/200)

以下となったが、【Case2 橋軸直交方向】では、層間変形角は 2～9層において許容値を

超過した。 

【Case1 橋軸方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

  

 

  

表 6.1.1.1-11層間変位照査結果(橋軸方向) 

図 6.1.1.1-16 各層の応答加速度 

図 6.1.1.1-15 地震動の入力方向 



146 
 

【Case2 橋軸直交方向】 

 

 

  

表 6.1.1.1-12 層間変位照査結果(橋軸直交方向) 

図 6.1.1.1-17 各層の応答加速度 

図 6.1.1.1-18 地震動の入力方向 
 



147 
 

8.コンクリート基礎の照査 

 動的解析により、各支柱の基礎反力が

求まることから、最大の押し込み力と水

平力を抽出し、埋め込みコンクリートの

支柱反力を照査した。 

 この結果、【Case2 橋軸直交方向】に

て、一部の支柱の押し込み力に対する支

圧応力度が圧縮強度を超過した。一方、

水平力に対しては全ての基礎において許

容値以下となった。 

 

 

 

 

【Case1 橋軸方向】 

 
表 6.1.1.1-13 コンクリート基礎の照査(橋軸方向) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Case2 橋軸直交方向】 

 
表 6.1.1.1-14 コンクリート基礎の照査(橋軸直交方向) 

 

 

 

 

 

  

図 6.1.1.1-19 基礎支点の設定 
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9.耐震照査結果の評価 

 

 本取水塔の耐震照査結果を以下に示す。 

 

 ・塔体の動的解析の結果、橋軸方向及び橋軸直交方向ともに、部材の塑性化（降伏点

の超過）がみられ、層間変位角は橋軸直交方向で 2～9層が許容値(R=1/200)を超過

した。 

 ・コンクリート基礎の照査の結果、橋軸直交方向で、2箇所の支柱における押し込み力

が圧縮強度を超過した。 
 

【補足解説】 

 上記で整理した検討事例では、非線形解析による「層間変位角」が許容値(R=1/200)を

超過する結果となっていたが、本マニュアル(P.32,67)では、独立塔型取水設備（取水

塔）の耐震性能（損傷の修復を容易に行える状態）の要求性能として「許容残留変位」

を塔高の 1/100と規定したことから、これに基づく評価を行うと以下のように許容値内

に収まる結果となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 残留変位（層間変形角） 

照査結果（許容値 1/100） 
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4層

残留変位（層間変形角）の照査（許容値1/100の場合）

層 h Ra δa δmax δmax/δa 判定

(-) (mm) (-) (mm) (mm) (-) (-)
1層 4000 1/100 40.00 18.68 0.47 OK
2層 4000 1/100 40.00 24.56 0.61 OK
3層 4000 1/100 40.00 26.33 0.66 OK
4層 4000 1/100 40.00 26.34 0.66 OK
5層 4000 1/100 40.00 25.69 0.64 OK
6層 4000 1/100 40.00 25.53 0.64 OK
7層 4000 1/100 40.00 27.71 0.69 OK
8層 4000 1/100 40.00 28.83 0.72 OK
9層 2580 1/100 25.80 17.87 0.69 OK
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【事例 1-2】鋼製取水塔の照査例(2) 

 

1.施設概要 

 対象施設の諸元を示す。 

 表 6.1.1.2-1 施設諸元 

型式 ステンレス製六角形トラス型(N トラス)独立取水塔 

取水方式 選択取水方式 

全高 H=36.8m 

取水ゲート 鋼製 3 段式シリンダーゲート 

ゲート径 φ1,200mm～1,600mm 

最大取水量 5.5624m3/s 

取水範囲 EL.269.1～246.7m 

基礎形式 直接基礎（CM 級岩盤） 

 

＜構造概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜全景写真＞ 
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2.照査基準の設定 

 

 本検討においては、他地区同構造のダム取水塔の耐震性能照査事例を参考に、限界状態

を設定し、照査することとした。 

 

 ・レベル 2地震動に対しては、早期に損傷の修復が可能となるように、次表に示す「損

傷を限定的に留めるための限界状態」を設定。 

 ・鋼構造においては、主たる部材の圧縮応力度が座屈強度を超えないことを照査する。 

 ・変形については、主たる部材の引張ひずみが許容ひずみ内に収まるとともに、層間変

位角が許容される範囲に収まることを照査する。 

 ・許容される層間変形角の値は、これによりシリンダーゲートの動作に支障を来さない

状態に留める範囲内で設定するものとする。本検討では、建築基準法施行令の規定（第

82 条の 2：層間変形角）を参考とし、R=1/200と設定する（『鋼構造物計画設計技術指

針』を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.2-1 取水塔上部工（鋼構造）の層間変位角 Ri の求め方  
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3.解析に用いるレベル 2地震動 

 解析に用いる想定地震波は、ダム堤体の解析に用いた地震波を用いる。 

 なお、解析については、入力地震動を橋軸方向に入力するケース【Case1】及び橋軸直

交方向に入力する【Case2】について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.2-2 入力地震波の設定 

 

4.解析モデルの作成 

(1)解析モデル 

 上部工は６角形トラス型の複雑な構造であり、解析モデルは実態に即した合理的なモデ

ルとする必要がある。このため、本業務では３次元フレーム（骨組）モデルとした。 

 解析における節点条件は、現行の指針「鋼構造物計画設計技術指針（ダム取水・放流設

備）改訂版 P.153」に、「解析上の構造系は全節点剛結を基本とするが、水平材の鉛直内面

及び斜材については実態構造に合わせた節点条件とする」と記載されている。 

 設計年次の古い Bダム取水塔の設計計算書には「立体ラーメン骨組構造」と記載されて

いる。 

 従って、取水塔は共に現行の指針と同様に検討されたと想定されることから、本解析で

は下表に示す節点条件を与える方針とした。 

 

表 6.1.1.2-3 解析上の構造系設定方針  
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図 6.1.1.2-3 解析モデル図 
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(2)固有値解析 

1)概要 

 レベル 2地震動に対する耐震解析は、「静的解析」及び「動的解析」に大別され、『土地

改良事業設計指針「耐震設計」』において、動的解析の適応性について以下のように記載

されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 取水塔は塔状のスレンダーな構造物であることから、地震時においてはその振動特性が

複雑となることが想定される。このため、耐震解析に先立ち固有値解析を実施し、振動モ

ードを分析し、解析方法の適用性を評価した。 

 固有値解析により高次モードが卓越する場合には「動的解析」を適用する。 

 固有値解析は、作成したモデルに、荷重（自重、積載物重量、付加重量）を入力した上

で実施した。 

 

2)固有値解析結果 

 固有値解析結果は以下に示すとおりであり、複数のモードが卓越する結果を示したこと

から、動的解析を行いレベル 2地震動に対する取水塔の耐震性能照査を実施することとし

た。 

 

表 6.1.1.2-4 固有値解析結果一覧 

（Bダム取水塔） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.2-4 卓越周期と固有周期の関係 
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5.地震応答解析の条件 

(1)解析方針 

 以下に示す固有値解析①②により、取水塔の耐震解析は【動的解析】を採用 する方針

とした。 

  ① 構造物の形状が複雑であること 

  ② 振動特性が複数のモードに支配され、複雑な振動特性を有する構造物であると判

断されること 

 

 また、本解析の目的はレベル２地震動時（常時満水位時）に緊急放流が実施できるかを解析

により確認することが主目的である。このため、動的解析では線形動的解析により部材の降伏

強度を超過するかどうか（部材が地震時に発生する応力に対し、耐え得るものか）を照査する

こととし、降伏点の超過がみられた場合は塑性化を考慮した非線形解析を行い、塔体の層間変

位を確認することにより、シリンダーゲートの作動の可否を判断することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.2-5 解析フローチャート 

 

 

 

 
表 6.1.1.2-5 主要部材の材料  

【線形解析】

部材の
降伏応力を
超過するか

E N D【非線形解析】

E N D

Yes No
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(3)許容応力度の設定 

 各部材の限界状態は、上部工は鋼材の材料強度に継手効率を乗じた値とした。 

 Bダム取水塔においては、塔体に対する放射線検査は、工場溶接に対して全溶接長の 5%

以上、現場溶接に対して全溶接長の 20％以上で実施されている。塔体の設計計算において

は、塔柱に対して 0.9、管理橋受桁に対して 0.9の溶接効率を考慮しており、水平桁と斜

材は溶接効率による低減はしていない。以上より、B ダム取水塔については設計計算値を

継手効率として採用した。 
表 6.1.1.2-6 照査基準の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 6.1.1.2-7 各部材の許容応力度  

基準強度 溶接 照査基準

σy 効率

(N/mm2) (-) (N/mm2)

塔柱（上部） SUS304 φ500×t21 205 0.9 184.5

塔柱（中部） SUS304 φ500×t16 205 0.9 184.5

塔柱（下部） SUS304 φ500×t10 205 0.9 184.5

水平桁 SUS304 H300×200×10/12 205 1 205

斜材 SUS304 H300×200×10/14 205 1 205

管理橋受桁 SUS304 H800×300×12/28 205 0.9 184.5

管理橋水平桁 SUS304 H300×200×10/12 205 0.9 184.5

名称 材質 寸法

基準強度 照査基準 許容値

σy σa 1.1σa

(N/mm2) (N/mm2) (N/mm2)

塔柱（上部） SUS304 φ500×t21 205 184.5 203.0

塔柱（中部） SUS304 φ500×t16 205 184.5 203.0

塔柱（下部） SUS304 φ500×t10 205 184.5 203.0

水平桁 SUS304 H300×200×10/12 205 205 225.5

斜材 SUS304 H300×200×10/14 205 205 225.5

管理橋受桁 SUS304 H800×300×12/28 205 184.5 203.0

管理橋水平桁 SUS304 H300×200×10/12 205 184.5 203.0

名称 材質 寸法
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表 6.1.1.2-8 各部材の許容ひずみ  

弾性係数 基準強度 降伏ひずみ 許容値

① ② ③

E σy εy 3.0εy

(N/mm2) (N/mm2) (μ) (μ)

塔柱（上部） SUS304 φ500×t21 193,000 205 1062 3187

塔柱（中部） SUS304 φ500×t16 193,000 205 1062 3187

塔柱（下部） SUS304 φ500×t10 193,000 205 1062 3187

水平桁 SUS304 H300×200×10/12 193,000 205 1062 3187

斜材 SUS304 H300×200×10/14 193,000 205 1062 3187

管理橋受桁 SUS304 H800×300×12/28 193,000 205 1062 3187

管理橋水平桁 SUS304 H300×200×10/12 193,000 205 1062 3187

名称 材質 寸法
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(5)下部工の照査 

 完成図書より、Bダム取水塔下部工のコンクリート圧縮強度は𝑓𝑓c′=21 N/mm2であることか

ら、動的解析による各主柱の基礎反力から最大の押し込み力と水平力を抽出し、圧縮強度

を超過するかを照査する。 

 なお、Bダム取水塔の基礎形状より、基礎支点の設定は以下のとおりとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6.1.1.2-6 基礎支点の設定  
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6.線形解析結果 

 橋軸方向及び橋軸直交方向おける線形解析の結果、いずれのケースにおいても部材の塑

性化が複数みられた。一方、許容塑性率を超過する部材は見られなかった。 

 部材の降伏点超過がみられたため、塑性域を考慮した非線形解析を行うこととした。 

 以下に各ケースの解析結果（概要）を示す。 

 

【Case1 橋軸方向】 

表 6.1.1.2-9 部材の照査結果概要（橋軸方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.2-7 地震動の入力方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6.1.1.2-8 塑性化の状況  
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【Case2 橋軸直交方向】 

表 6.1.1.2-10 部材の照査結果概要（橋軸直交方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6.1.1.2-9 地震動の入力方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.2-10 塑性化の状況 
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7.非線形解析結果 

(1)解析モデル・条件 

 非線形解析にはファイバーモデルを用いる。 

 ファイバー要素は部材断面をメッシュ分割し、各セルに対して材料の応力－ひずみの関

係（バイリニアモデル）を与えるものであり、部材の非線形性を適切に評価するために、

要素長さを断面の有効高の 0.5倍～2.0倍程度とした。 

 非線形解析の解析モデル及び条件を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.2-11 架構モデル、基部固定端（左図） 

図 6.1.1.2-12 架構モデルをソリッド表示（右図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6.1.1.2-14 部材メッシュ図  

図 6.1.1.2-13 主塔の応力 

-ひずみの関係 
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 (2)解析結果 

 非線形解析の結果、【Case1 橋軸方向】では、層間変形角は 4～9層にて許容値(R=1/200)

を超過、【Case2 橋軸直交方向】では 3～9層において許容値を超過した。 

 

【Case1 橋軸方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 6.1.1.2-11 層間変位照査結果(橋軸方向) 

図 6.1.1.2-15 各層の応答加速度 

図 6.1.1.2-16 地震動の入力方向 
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【Case2 橋軸直交方向】 

 

 

 

  

表 6.1.1.2-12 層間変位照査結果(橋軸直交方向) 

図 6.1.1.2-17 各層の応答加速度 

図 6.1.1.2-18 地震動の入力方向 
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8.コンクリート基礎の照査 

 動的解析により、各支柱の基

礎反力が求まることから、最大

の押し込み力と水平力を抽出し、

埋め込みコンクリートの支柱反

力を照査した。 

 この結果、各ケースにおいて

押し込み力、水平力とも許容値

以下となった。 

 

 

 

 

【Case1 橋軸方向】 
表 6.1.1.2-13 コンクリート基礎の照査(橋軸方向) 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Case2 橋軸直交方向】 

表 6.1.1.2-14 コンクリート基礎の照査(橋軸直交方向) 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 6.1.1.2-19 基礎支点の設定 
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9.耐震照査結果の評価 

 

 本取水塔の耐震照査結果を以下に示す。 

 ・塔体の動的解析の結果、橋軸方向及び橋軸直交方向ともに、部材の塑性化（降伏点の

超過）がみられ、層間変位角は橋軸方向で 4～9層、橋軸直交方向で 3～9層が許容値

(R=1/200)を超過した。 

 ・コンクリート基礎の照査の結果、橋軸方向及び橋軸直交方向ともに、各支柱における

押し込み力、水平力はコンクリートの圧縮強度以下であった。 
 

【補足解説】 

 上記で整理した検討事例では、非線形解析による「層間変位角」が許容値(R=1/200）を

超過する結果となっていたが、本マニュアル(P.32,67)では、独立塔型取水設備（取水塔）

の耐震性能（損傷の修復を容易に行える状態）の要求性能として、「許容残留変位」を塔

高の 1/100と規定したことから、これに基づく評価を行うと以下のように許容値内に収ま

る結果となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残留変位（層間変形角）の照査

層 h Ra δa δmax δmax/δa 判定

(-) (mm) (-) (mm) (mm) (-) (-)
1層 2950 1/100 29.50 7.43 0.25 OK
2層 2950 1/100 29.50 11.44 0.39 OK
3層 2950 1/100 29.50 14.03 0.48 OK
4層 2950 1/100 29.50 16.43 0.56 OK
5層 2950 1/100 29.50 20.14 0.68 OK
6層 2950 1/100 29.50 23.81 0.81 OK
7層 2950 1/100 29.50 26.42 0.90 OK
8層 2950 1/100 29.50 28.04 0.95 OK
9層 2950 1/100 29.50 27.83 0.94 OK
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] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残留変位(層間変位角)照査結果（許容値 1/100） 
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4層

残留変位（層間変形角）の照査

層 h Ra δa δmax δmax/δa 判定

(-) (mm) (-) (mm) (mm) (-) (-)
1層 2950 1/100 29.50 5.35 0.18 OK
2層 2950 1/100 29.50 8.33 0.28 OK
3層 2950 1/100 29.50 16.50 0.56 OK
4層 2950 1/100 29.50 18.41 0.62 OK
5層 2950 1/100 29.50 20.18 0.68 OK
6層 2950 1/100 29.50 24.30 0.82 OK
7層 2950 1/100 29.50 26.70 0.90 OK
8層 2950 1/100 29.50 28.20 0.96 OK
9層 2950 1/100 29.50 27.67 0.94 OK
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【事例 1-3】鉄筋コンクリート製取水塔の照査例 

 

1.施設概要 

 対象施設の諸元を示す。 

表 6.1.1.3-1 施設諸元 

型式 円形独立直立型（RC） 

取水方式 選択取水方式 （洪水吐兼用） 

全高 H=34.2m 

取水孔 13 門（円形孔口、φ1.0mスルースゲート） 

内径・外径 内径 4.0m、外径 5.2～7.32m 

取水量 常時 2.2m3/s 、非常時 5.0m3/s 

 

＜構造概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜全景写真＞ 
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2.照査基準の設定 

 

 本検討においては、以下のように限界状態を設定し、照査することとした。 

 

 ・レベル 2地震動に対する耐震性能は「限定された損傷に留める」ものとする。 

 ・RC構造の塔体の破壊モードについて、動的解析に先立ってプッシュオーバー解析を実

施し、塔体の破壊モードを判定し、部材の曲げ降伏よりもせん断破壊が先に生じるこ

とを確認し、「せん断破壊先行型」として評価し、せん断に対する照査を行う。 

 ・部材の曲げ降伏は、下図の応力－ひずみ曲線の降伏点より判定、せん断耐力は「設計

基準 頭首工」により設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.1.1.3-2 鉄筋(SR235)の応力ひずみ曲線 
 
図 6.1.1.3-1 プッシュオーバー解析の概要  
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3.解析に用いるレベル 2地震動 

 解析に用いる想定地震波は、タイプ 1（プレート境界型）とタイプ 2（内陸活断層型）

地震波形とし、地震波をモデルの下端部から入力した。 

 加振方向は X軸方向（正面方向）と Z軸方向（側面方向）の 2ケースとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.3-3 レベル 2地震動の入力と加振ケース 

表 6.1.1.3-2 解析ケース 
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4.解析モデルの作成・解析条件 

(1)解析モデル 

 取水塔の耐震計算のための力学モデルは、以下のように作成した。 

 

・解析モデルは、塔体の円筒断面を梁要素で表現したモデルとした。 

 （地震時には、塔の長手方向の応力が卓越） 

・本モデルは、断面不変（平面保持）を仮定しているが、３次元構造を詳細に表現でき

る FEMモデルとの比較により、本仮定が概ね妥当であることを確認した。 

 

・レベル２地震動を入力した場合は、コンクリート及び鉄筋材料の非線形特性を考慮し

た非線形解析を実施する。その際は、軸力変動を考慮するため、ファイバーモデルを

適用する。 

・フーチング部の地山による拘束効果は、地盤ばねにより表現。ばねは、塔の側方及び

平面への変位に対しては抵抗するが、前面の変位に対しては抵抗しないような特性と

した。 

 なお、地盤ばねのばね定数は、ダム基礎岩盤の水平載荷試験結果をもとに計算した。 

 

・連絡橋は、その重量のみを考慮し、解析モデルには含めない。 
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図 6.1.1.3-4 Cダム取水塔の解析モデル  
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図 6.1.1.3-5 解析モデル（節点・要素）  
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(2)作用荷重 

 重量及び荷重条件を考慮し、自重、積算物による慣性力を作用させた。 

 

 また、貯水ありのケースでは、貯水による静水圧と地震時動水圧を以下のように作用さ

せた。 

 ・静水圧は、円筒断面の外側からの圧力 Pに対して、以下のように断面に作用する応力

を求め、断面当たりの軸力として、梁要素に作用させた。 

 

   水圧 Pによる長手方向の応力σ 

    𝜎𝜎 = 𝑃𝑃 × 𝜋𝜋/4 × 𝐷𝐷2/(𝜋𝜋 × 𝐷𝐷 × 𝑡𝑡) = 𝑃𝑃 × 𝐷𝐷/4𝑡𝑡 
     ここで、D:内空の直径、t:肉厚 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.3-6 塔に作用する圧力と長手方向の応力 

 

 ・地震時動水圧は、以下のウェスタガードの補正式をもとに、各節点の付加質量を求め

て、作用させた。 

 

   ウェスタガードの補正式 

    𝑝𝑝(𝑧𝑧) = 𝛽𝛽 7
8
𝛾𝛾𝑊𝑊𝑘𝑘h√𝐻𝐻 ∙ 𝑧𝑧 

     ここに、𝑝𝑝(𝑧𝑧) ：水深 zにおける地震時動水圧強度 (kN/m2) 

         𝛾𝛾w ：内水の単位体積重量 (kN/m3) 

         𝑘𝑘H ：水平震度 

         𝐻𝐻 ：水槽の水深 (m) 

         𝛽𝛽 ：水槽の幅と水深の比(𝛽𝛽/𝐻𝐻)による補正係数（表 6.1.1.3-3参照） 
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  表 6.1.1.3-3 βの値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.3-7 動水圧分布図(ウエスタガードの補正式) 

  

B /H β

0.5 0.397

1.0 0.670

1.5 0.835

2.0 0.921

3.0 0.983

4.0 0.996

∞ 1.000

ウエスタガードの補正式による動水圧分布を下図 6.1.3-7 に示す。 
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(3)固有値解析 

 作成したモデルに設定した荷重（自重、積載物重量、付加重量）を入力し、固有値解析

を実施した。以下にその結果を示す。 

 対象施設の卓越するモード次数は、X軸方向（正面）は 2次及び 12次、Z軸方向（側面）

は 1次と 8次となった。 

表 6.1.1.3-4 固有値解析結果一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.3-8 Cダム取水塔の主な変形モード(貯水あり)  
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図 6.1.1.3-9 Cダム取水塔の主な変形モード(貯水なし)  
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6.耐震性能照査結果 

 

(1)破壊モードの判定 

レベル 2地震動に対する耐震性能照査に先立って、塔体

の破壊モード（曲げ破壊先行型 or せん断破壊先行型）を

判定するため、プッシュオーバー解析を実施した。 

プッシュオーバー解析の概要を示す。梁モデルに作用さ

せる水平荷重を逐次増分し、部材の曲げ降伏とせん断破壊

のどちらが先に生じるか確認した。 

ここで、部材の曲げ降伏は、応力-ひずみ曲線の降伏点

より判定した。せん断耐力は、次ページに示す方法で求め

た。 

プッシュオーバー解析の結果、部材の曲げ降伏よりもせ

ん断破壊が先に生じることを確認した。 

したがって、本構造物の破壊形態は、「せん断破壊先行

型」であることが分かった。 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.3-10 プッシュオーバー解析の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.3-11 鉄筋(SR235)の応力ひずみ曲線 
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(2)レベル 2地震動に対する耐震性能照査の結果 

レベル 2地震動に対する耐震性能照査の結果を以下に整理して示す、前述のプッシュ

オーバー解析の結果より、本構造物の破壊モードは、せん断破壊先行型であるため、以

下にせん断に対する照査の結果を示す。 

今回想定した内陸直下型の地震に対しては、塔体に発生するせん断力が耐力を上回る

ことが明らかとなった。一方、プレート境界型の地震に対しては、X 方向（正面）から

はせん断力はせん断耐力以内に収まるが、Z 方向（側面）からの場合にはせん断耐力を

超過することが明らかとなった。 

なお、参考までに、塔頂部の変位は最大で 6.3cm となり、塔の高さの 1/100（塔高さ

32m/100=0.32m）以内に収まった。 

 

表 6.1.1.3-5 せん断耐力照査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.1.3-12 Cダム取水塔の解析結果（レベル 2地震動） 
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6.1.2 洪水吐ゲートの耐震性能照査事例 

 
 レベル 2地震動に対する洪水吐ゲートの耐震照査事例を示す。 

 

 

 【事例 2-1】ラジアルゲートの照査例 
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【事例 2-1】ラジアルゲートの照査例 

 

1.検討概要 

 洪水吐ゲートの耐震設計においては、ダム本体の線形動的解析結果より得られたゲー

トに作用する動水圧を設計荷重として耐震照査を行う。以下に検討概要を示す。 

 （本検討では、ゲートの耐震照査と併せて、堤体についても解析を実施しているが、その内容

は割愛する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.2-1 クレストゲートの耐震性能検討概要 
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2.解析に用いるレベル 2地震動 

 解析に用いる想定地震波（ダム堤体基礎への入力地震動）は以下のように設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.2-2 安全照査用の増幅波形（レベル 2 地震動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.2-3 照査用波形の加速度応答スペクトル 
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3.解析モデルの作成 

 堤体モデルは、２次元モデルとして作成した。 
 また、洪水吐モデルは３次元モデルで作成し、左右対称の構造であるため、半断面モ

デルとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.1.2-4 全体モデル図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 6.1.2-5 洪水吐ゲートモデル図 
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4.地震応答解析の条件 

 洪水吐ゲートに作用する動水圧は、全体モデルを用いた解析結果より算定し、下図の

ように設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.2-6 洪水吐ゲート 動水圧作用荷重図 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

図 6.1.2-7 応答加速度時刻歴 

     (標高毎) 
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5.解析結果 

(1)固有値解析 

洪水吐ゲートモデルにおける固有周期 T (s)及び固有振動数𝑓𝑓 = 1/𝑇𝑇 (Hz)を求めるため、

固有値解析を実施した。解析の結果を表 6.1.2-1に示す。 

 高次モードが卓越する結果となっている。 

 

 

表 6.1.2-1 最大断面の固有周期と固有振動数 
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(2)静的解析結果 

動的解析を実施する前に、貯水による静的な載荷解析を行い、地震前の応力分布を算定

し、動的解析の初期条件として設定する。 

静的解析においては、動的解析と同じ有限要素モデルを使用した。 

静的解析の結果を表 6.1.2-2 及び図 6.1.2-8 に示す。合成応力の最大値は縦桁の 87.8 

N/mm2であり、鋼材（SUS304）の許容応力度（105 N/mm2）以下であることを確認した。 

 

表 6.1.2-2 最大合成応力一覧（静的解析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.2-8 合成応力分布図  
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(3)動的解析結果 

1)塑性化（合成応力度）の照査 

動的解析の結果を表 6.1.2-3及び図 6.1.2-9～図 6.1.2-10 に示す。 

各部材の塑性化（降伏）に対する照査は、部材毎の合成応力度を比較して実施する。

最大合成応力は縦桁部の 207.0 N/mm2であり、鋼材(SS)の降伏応力度(235 N/mm2)以下で

ある。また、扉体の最大合成応力は63.7 N/mm2であり、鋼材(SUS)の降伏応力度(205 N/mm2)

以下であるため、レベル 2地震時においても構造部材の降伏（塑性化）は生じないと判

断できる。 

 

表 6.1.2-3 最大合成応力一覧（動的解析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 内陸直下型地震時の解析結果 

 

 

 

 

図 6.1.2-9 合成応力分布図  
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       [扉体]                   [脚柱] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       [横桁]                  [縦桁] 

 

 

 

 

                         

図 6.1.2-10 各部材の合成応力分布図 

 

     [トラニオン部]             
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2)座屈の照査 

脚柱の座屈に対する照査結果を表 6.1.2-4 及び図 6.1.2-11 に示す。 

脚柱全体及び各部材において合成応力度は座屈応力度以下となっており、座屈は生じ

ない結果となった。 

 

表 6.1.2-4 脚柱の座屈照査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.2-11 脚柱の座屈照査位置 
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6.1.3 他工種等の耐震性能照査事例 

 

 レベル 2地震動に対する他工種等（河道設置ダム、頭首工）の耐震照査事例を示す。 

 

 

 【事例 3-1】河道設置ダムの照査例(全体、ピア、ゲート) 

 【事例 3-2】頭首工の照査例(参考報文) 
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【事例 3-1】河道設置型ダムの耐震照査例 

 

1.施設概要 

 対象施設の諸元を示す。 

表 6.1.3-1 施設諸元（ダム本体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6.1.3-2 施設諸元（洪水吐ゲート） 
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2.耐震照査に用いる地震動 

 ３つの地震タイプ（内陸地殻内地震、プレート間地震、プレート内地震）の各地震情報

に基づき、距離減衰式により目標加速度応答スペクトルを求め、ピア（固有周期 0.1秒前

後）の加速度応答スペクトルが最大となったプレート内地震(621gal)を想定地震として選

定した。 

  距離減衰式：H23式 

  想定地震動：Mw7.3 プレート内地震 

  最大加速度：621 gal(水平) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-1 耐震照査用地震動の設定  



196 
 

3.全体モデルの解析 

(1)解析の目的、解析モデル・手法 

 ピアの非線形解析モデルへの入力地震荷重（３次元全体モデルの各ピア基部の応答加速

度）の抽出を目的として、全体モデルの解析を実施した。 

 ３次元全体モデルは、ダム、ゲート、操作橋、ゲート、貯水池、基盤をモデル化する。 

 解析手法は、静的解析（自重・静水圧）を行った後に線形動的解析（地震応答解析）を

実施した。 

表 6.1.3-3 ３次元全体モデルの条件 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-2 ３次元全体モデル  
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図 6.1.3-3 ３次元全体モデル 

 

(2)解析条件 

 解析用物性値は以下の通りとした。 

 

表 6.1.3-4 物性値 a(コンクリート) 
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表 6.1.3-5 物性値 b(岩盤) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6.1.3-6 物性値 c(鋼材) 

 

 

 

 

 動的解析に用いる地震動は、ダム下流の岩盤表面を開放基盤面とし、この位置で想定し

た地震動となるよう引き戻した加速度を 3方向同時に解析モデルに入力した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-4 入力地震動の定義位置（引き戻し位置） 

 

 解析モデルの境界条件は下記の通りとした。 

表 6.1.3-7 解析モデルの境界条件 
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(3)全体モデルの解析結果（線形解析） 

 1)応答加速度 

a) ダム及びピアの応答加速度分布（図 6.1.3-5） 

 上下流方向の加速度は、No.3 ピアで最大 835gal、No.3 ピア基部で最大 694gal とな

る。この値は、上下流方向の想定地震動の最大値 621galに対して、約 1.3倍及び約 1.1

倍である。 

 ダム軸方向の加速度は、No.4ピア天端で最大 2,194gal、No.3ピア基部で 601galとな

る。この値は、ダム軸方向の想定地震動の最大値 621galに対して、約 3.5倍及び約 1.0

倍である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-5 全体モデルの最大応答加速度分布（線形解析） 
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b) ピア基部入力加速度（図 6.1.3-6） 

 ピア非線形解析モデルに入力する地震荷重は、全体モデルでの解析より求めた応答加

速度を用いる。ピア非線形モデルに入力する応答加速度を抽出する位置と入力のイメー

ジを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-6 ピア基部の応答加速度抽出位置とピアの解析モデルへの入力イメージ 

 

表 6.1.3-8 ピア部の応答加速度 
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4.ピアモデルの解析 

(1)解析の目的、解析モデル・手法 

 ピアモデルによる解析は、非線形解析により照査を行った。 

 解析モデルでは、ピア、操作塔、操作橋（主桁のみ）をモデル化し、モデル化の範囲は

越流部天端より上部とした。 

 ピアは「非線形ファイバー要素」、その他は「線形の梁要素」でモデル化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-7 ピアの非線形解析モデル 
 

※ファイバー要素 

部材断面を n個のファイバーに分割し、部材断面をファイバーの集合体として表現する

要素である。各ファイバーに、物性値や非線形構成側を設定する。一例として、ピア基部

のファイバー断面を図 6.1.3-8に示す。断面はコンクリート要素と鉄筋要素で構成されて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-8 ファイバー要素の断面 

 解析手法は、静的解析（自重、静水圧）を行った後に、非線形動的解析（地震応答解析）

を行う。  



202 
 

(2)解析条件 

 解析用物性値は以下の通りとした。 

 

表 6.1.3-9 コンクリートの動的物性値   表 6.1.3-10 鉄筋の物性値 
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 コンクリート要素と鉄筋要素の非線形構成則を以下に示す（『コンクリート標準示方書』

による）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-9 コンクリートと鉄筋の非線形構成則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 動的解析に用いる地震動は、全体モデルから抽出し、各ピア基部にそれぞれ多点入力し

た。境界条件は、P2～P6はピア基部を固定、P1及び P7は操作塔基礎部を固定とした。 
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(3)ピアモデルの解析結果 

 1)応答変位 

ピア天端の最大応答変位を図 6.1.3-10に示す。最大応答変位は上下流方向が 11.1mm、

ダム軸方向が 42.9mmであり、いずれも P2が最大となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-10 ピア天端の最大応答変位 

 

2)曲げ損傷状況 

各ピアの曲げ損傷の状況を図 6.1.3-11 に示す。いずれのピアも基部の鉄筋が降伏す

る結果となった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-11 ピアの曲げ損傷の状況 

  

3)発生ひずみ 

ピア基部のコンクリートの最大圧縮歪み、鉄筋の最大引張歪みの分布を図 6.1.3-12に

示す。コンクリートの最大圧縮ひずみ（圧縮:-）は-978μ、鉄筋の最大引張ひずみ（引

張：+）は 12,874μであり、いずれも P2が最大となった。 
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図 6.1.3-12 ピア基部の発生歪み 

 

最大ひずみが発生した P2のファイバー断面のひずみ分布を図 6.1.3-13に、最大ひず

みが生じた要素の応力－ひずみ履歴曲線を図 6.1.3-14 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-13 ピア基部の発生ひずみ分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-14 最大・最小ひずみ発生要素の応力－ひずみ履歴曲線（代表：P2） 
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4)せん断力 

せん断力分布を図 6.1.3-15 に示す。図にはコンクリート標準示方書に基づいて算出し

たせん断耐力を併記した。作用せん断力、せん断耐力とも、下部ほど大きくなる傾向があ

る。作用せん断力はせん断耐力以下で、せん断破壊は生じない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-15 せん断力分布（全てのピアの最大値） 

 

(4)ピアモデルの耐震照査結果 

 1)照査基準 

 ピアの耐震性能照査は、「水力発電設備の耐震性能照査マニュアル」に準拠して行った。

照査基準を下表に示す。 

表 6.1.3-11 ピアの照査基準一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2)照査結果 

 ピアの非線形解析結果と照査基準の比較を次表に示す。曲げ破壊、せん断破壊、応答変

位に関する照査基準をいずれも満足する結果となった。 
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表 6.1.3-12 ピアの照査結果一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.操作塔の耐震性能照査 

(1)解析結果 

 操作塔の発生応力は、長周期成分が卓越する深谷断層（内陸地殻内地震）で解析した結

果、Mw7.3 プレート内地震に比べ 5%程度大きくなった。また、Mw7.3 プレート内地震では

照査基準を満足する斜めトラス材について、深谷断層（内陸地殻内地震）で解析すると一

部の部材で照査基準を超過する結果となった。 

 深谷断層（内陸地殻内地震）で解析した操作塔の軸圧縮応力分布は図 6.1.3-16 に示す

とおりで、最大圧縮応力は主柱（H鋼）基部で 410 N/mm2（Mw7.3 プレート内地震の場合 390 

N/mm2）である。 

 また、合成応力分布（ミーゼス応力）は図 6.1.3-17 に示すとおりで、最大合成応力は

562N/mm2（Mw7.3プレート内地震の場合 537 N/mm2）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-16 操作塔の軸圧縮応力の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-17 操作塔の合成応力の分布  
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(2)耐震照査結果 

 1)照査基準 

 操作塔の耐震性能照査は、類似構造物である鋼製ゲートの照査基準（「水力発電設備の耐

震性能照査マニュアル」）を参考に設定した。照査基準を下表に示す。 

 

表 6.1.3-13 操作塔の照査基準 

 

 

 

 

 

 

 

 2)照査結果 

 深谷断層（内陸地殻内地震）による操作塔の照査結果を表 6.1.3-14～表 6.1.3-15 に示

す。照査基準を超過している範囲を図 6.1.3-18に示す。 

 主柱（H 鋼）が座屈及び塑性化に対して照査基準を満足しない結果となった。座屈に対

しては操作塔の基部から約 6.8mの範囲、塑性化に対しては操作塔の基部から約 1.4mの範

囲が照査基準を超過する。また、補助構造部材である斜めトラス材については、一部の部

材において発生応力がわずかに許容値を超過した（表 6.1.3-14～表 6.1.3-15）。 

 

 3)操作塔の補強対策工法案 

 操作塔（主柱）の耐震補強工法は、図 6.1.3-19のような当て板補強とする。当て板によ

る主柱の補強の考え方を以下に示す。 

  ① 座屈と塑性化のうち、照査結果が厳しい座屈に対して設計する。 

  ② 最大発生応力 410 N/mm2は、許容座屈強度が 235 N/mm2に対し 175 N/mm2超過する。 

  ③ 当て板補強により主柱の断面積を増加させることで発生応力を緩和する。 

 なお、斜めトラス材は補助構造部材であって、操作塔全体への影響は小さく、且つ応力

超過は部分的であることから、部材の健全性を確認したうえで、対策の必要性を総合的に

判断する。 

 

表 6.1.3-14 操作塔の照査結果 
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表 6.1.3-15 操作塔の照査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-18 操作塔の照査結果が NGになる範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-19 耐震補強案  
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6.ゲートの耐震性能照査 

(1)耐震性能照査方法 

 D ダムのローラーゲートの耐震性能照査は、経済産業省「水力発電設備の耐震性能照査

マニュアル」に準拠して行う。 

 ゲートの照査は、ゲートの詳細モデルを用い、ダムの応答加速度及び動水圧を外力とす

る動的解析を行い、表 6.1.3-16 に示すローラーゲートの限界状態及び照査基準と比較す

る。ゲートの部材が座屈する場合や部材ひずみが弾性域を超える場合は、非線形解析が必

要である。 

 また、本検討では、ローラー部や戸当り金物などは解析モデルとして考慮せずに、解析

により評価される最大反力を用いてこれらが降伏強度を超過せず、ほぼ弾性域にとどまる

状態であることを確認する。 

表 6.1.3-16 ローラーゲートの限界状態及び照査基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)解析モデル 

 ゲートの解析モデルは、図 6.1.3-21 に示す照査フローにしたがって線形解析手法を適

用し、ローラー部や戸当り金物を除く部材を３次元シェル要素で詳細にモデル化した。ゲ

ートの３次元解析モデルを図 6.1.3-20に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-20 ゲートの３次元解析モデル  
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図 6.1.3-21 ローラーゲートの耐震性能照査フロー 

 

地震時、ダムと貯水の相互作用によりゲートには大きな動水圧が発生し、ゲートのたわ

み性に起因し増大することが水中模型振動実験で確認されている。そこで、動水圧を適切

に評価するため、ダム及びゲートと貯水の連成を考慮した動的解析を行い、得られた動水

圧及び応答加速度を用いてゲートの照査を行う。 

 

(3)地震荷重 

 地震時、ダムと貯水の相互作用によりゲートには大きな動水圧が発生し、ゲートのたわ

み性に起因し増大することが水中模型振動実験で確認されている。そこで、動水圧を適切

に評価するため、全体モデルを用いてダム及びゲートと貯水の連成を考慮した動的解析を

行い、得られた動水圧及び応答加速度を用いてゲートの照査を行う。 
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(4)耐震性能照査結果（合成応力分布） 

 合成応力分布・変形図を図 6.1.3-22 に、照査の結果、鋼材の降伏応力を超過した範囲

を赤色で図 6.1.3-23、図 6.1.3-24に示す。横主桁-1端部のウェブで上流最大変位時は 738 

N/mm2、下流最大変位時は 1,471 N/mm2の応力が発生し、許容値を鋼材の降伏ひずみの 2倍

相当とした場合でもこれを超過するため、横主桁は弾性域内にとどまらない。よって、塑

性化に対する照査基準を満足しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-22 ゲートの合成応力分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-23 ゲートの合成応力分布（上流最大変位時 14.29s） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-24 ゲートの合成応力分布（下流最大変位時 14.37s） 
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(5)横倒れ座屈 

 横主桁の横倒れ座屈応力は、道路橋示方書及び水門鉄管技術基準に準拠した。ただし、

横主桁が下流側へ変形する場合は、上流フランジがスキンプレートと接合しているため横

倒れ座屈を想定せず、上流側へ変形する場合のみ横倒れ座屈の照査を行った。この結果、

横主桁-1が許容値を超過することから、本ゲートは横主桁の横倒れ座屈に対して安全性を

有していない。 

 

(6)局部座屈 

 照査結果を図 6.1.3-25 に示す。上流最大変位時は横主桁-1 から横主桁-13 の中央フラ

ンジに圧縮応力が発生するが、最大応力は 241 N/mm2で座屈応力度（315 N/mm2）以下であ

る。また、下流最大変位時は横主桁-1 から横主桁-9 の端部フランジに圧縮応力が発生す

るが、最大応力は 265 N/mm2で座屈応力度（315 N/mm2）以下である。以上より、横主桁の

圧縮フランジは局部座屈に対して安全性を有している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-25 局部座屈照査図 

 

(7)曲げとせん断を受けるパネル座屈 

 照査結果を図 6.1.3-26に示す。上流最大変位時に横主桁-1の中央ウェブと縦桁の上部

ウェブで照査基準を満足しない。いずれも曲げモーメントによる圧縮応力が卓越するため

である。また、下流最大変位時に横主桁-1 及び横主桁-2 の端部ウェブと縦桁の上部ウェ

ブで照査基準を満足しない。横主桁-1 及び横主桁-2 はせん断力によるせん断応力が、縦

桁は曲げモーメントによる圧縮応力が卓越するためである。以上より、横主桁及び縦桁の

ウェブは曲げとせん断を受けるパネルの座屈に対して安全性を有していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-26 曲げとせん断を受けるパネル座屈照査図  

(上流最大変位時 14.29s) (下流最大変位時 14.37s) 

(上流最大変位時 14.29s) (下流最大変位時 14.37s) 
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(8)その他、モデル化していない部材の照査 

 ローラー部は塑性化に対して鋼材の降伏強度を超過し、許容値をエネルギー一定則に基

づいて降伏ひずみの 2倍相当にしても弾性域にとどまらない。 

 戸当り金物は、ほぼ弾性域に留まる状態である。 

 ゲート上下流方向の変位は小さく水密性を確保できる。 

 

(9)ゲートの耐震性能照査のまとめ 

 以下に、大規模地震時におけるローラーゲートの耐震性能の照査結果を列記する。 

 ①塑性化に対しては、横主桁で鋼材の降伏強度を超過する。許容値をエネルギー一定則

に基づいて降伏ひずみの 2倍相当にしても弾性域内に留まらない。 

 ②座屈に対しては、横倒れ座屈及びパネル座屈がクリティカルとなる。横主桁-1が横倒

れ座屈、縦桁がパネル座屈に対して照査基準を満たさない。 

 ③ローラー部は塑性化に対して鋼材の降伏強度を超過し、許容値をエネルギー一定則に

基づいて降伏ひずみの 2倍相当にしても弾性域内に留まらない。 

 ④戸当り金物は、ほぼ弾性域内に留まる状態である。 

 ⑤ゲート上下流方向の変位は小さく水密性を確保できる。 

 

 以上より、ローラーゲートは表 6.1.3-16 に示すローラーゲートの限界状態及び照査基

準を満足しないことから、要求性能 1-1)及び要求性能 1-2)を満足しない。 

 

表 6.1.3-17 ゲートの照査結果 

＞ 
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【事例 3-2】頭首工の耐震照査例 

 報文 「大雪頭首工の補修・補強工法について 

（既設頭首工の耐震補強検討工法の報告）」皆川ら,2015 

 

 

 

 

 

 

 

 

  




